
  

令和 5年 4月 20日 

 

カーボンニュートラルに向けた令和 5年度の取組 
～中堅・中小企業のカーボンニュートラルの取組支援を強化！～ 

 

  近畿経済産業局では、令和 5年 4月 1日付けで新たに設置したカーボンニュ

ートラル推進室を中心として、関西に集積する中堅・中小企業のカーボンニュート

ラルに向けた取組を、地域や産業界等との連携の下、面的に支援します。また、

水素・アンモニア等の新たなエネルギーの利活用促進、太陽光等の再生可能エ

ネルギーの普及や省エネルギーの一層の推進、サーキュラーエコノミー（循環経

済）の促進等を通じて、企業の新たなアクションを後押しします。 

 

１．背景と課題 

2050年の CN（カーボンニュートラル）実現に向けては、本年 2月 10日に閣議決定

された「GX（グリーントランスフォーメーション）実現に向けた基本方針」においてそ

の方向性がまとめられました。こうした中、地域においては、大企業のみならず中

堅・中小企業も含めた産業部門の脱炭素化等の課題に対して、関係機関が一体と

なって、地域特性や産業構造に応じた取組を着実に実施していくことがますます重

要となります。また、国際情勢も含め、資源・燃料及びエネルギーを取り巻く環境は

大きな変化の中にあり、その対応が喫緊の課題となっています。 

 

関西においても CN/GX に対する関心は高まっており、実際、様々な具体的なプロ

ジェクトや取組が生まれています。こうした動きを加速させ、さらに地域で広げるに

は、国による支援施策を地域にきめ細かく伝えることはもちろんのこと、取組を先行

する自治体や企業によるベストプラクティスやノウハウの共有及びその横展開など

に、官民が協力して取り組んでいくことが必要です。また、我が国の雇用の約 7 割

を支える中堅・中小企業は、日本全体の温室効果ガス排出量の約 2 割程度を占

めており※、中堅・中小企業への CNの取組支援が重要となります。 

 

 近畿経済産業局では、このような問題意識の下、令和 5 年 4 月 1 日付けで、資源

エネルギー環境部に、「カーボンニュートラル推進室」及び「環境・資源循環経済課」

を設置しました。令和 5 年度は、関西に集積する中堅・中小企業のカーボンニュー

トラルに向けた取組を、地域や産業界等との連携の下、面的に支援します。また、

水素・アンモニア等の新たなエネルギーの利活用促進、太陽光等の再生可能エネ

ルギーの普及や省エネルギーの一層の推進、サーキュラーエコノミー（循環経済）

の促進等を通じて、企業の新たなアクションを後押しします。 



 

２．具体的なアクション 

 

中堅・中小企業の CN推進 地域や産業界等を通じた面的支援を行います 

 

▶支援機関アプローチ  

関係機関との取組の共同実施やネットワーキングを通じた顔の見える関係

づくりを進め、施策の普及啓発や域内の CN支援人材の育成を図ります。 

▶自治体アプローチ 

     近畿地方環境事務所と連携し、個々の自治体のニーズ・取組状況を踏まえた、

産業部局と環境部局をまたがる部門横断的な CNの取組を後押しします。 

▶工業団地アプローチ  

工業団地等に近接立地する複数の中堅・中小企業に対する効率的かつ効  

果的な面的ＣＮ実現に向けた調査を行い、モデルケースを構築します。 

▶業界アプローチ 

各種業界のＣＮに向けた取組実態を把握するとともに、関係機関と連携した

業界全体のエネルギー効率改善を目指したアクションにつなげます。 

 

CN推進に向けた重点取組 企業の新たなアクションを後押しします 

 

▶水素・アンモニア等の利活用促進 

・ものづくり中小企業の水素産業参入に向けた支援  

具体性をもった部素材の提案に重点を置いた、大企業と水素関連産業への

参入を目指すものづくり企業とのマッチングイベントを開催します。 

・水素・アンモニアサプライチェーン構築や利活用拡大 

関西の臨海部を中心に、CN 燃料拠点となるポテンシャルを有するエリアに

おける関係自治体と企業の対話の円滑化や取組形成を後押しします。 

 

▶省エネ等の一層の推進 

・省エネ支援施策の利用促進  

当局に設置した省エネ相談窓口での対応のほか、抜本強化された省エネ 

補助金等の施策の活用を促進します。 

・省エネ等取組事例の発信 

中小企業が取り組む省エネ等の優良事例を発掘し、他の中小企業が参照 

しやすいよう取組ポイントをまとめ、情報発信を行います。 

 

▶サーキュラーエコノミー（循環経済）の促進 

「成長志向型の資源自律経済戦略」を踏まえ、優良事例の発掘や、ステーク



 

ホルダーのつながりの強化、横展開の促進を図ります。 

 

 

 

普及啓発・PR 

▶セミナー、事例の横展開 

各種施策の情報提供を行うとともに、施策を活用し、再生可能エネルギーの

利活用等において先進的に取り組む地域や、CN にチャレンジする中堅・中小

企業への支援や PRを行います。 

 

▶メディアツアー  

特徴的な取組を行う地域や中小企業の個別紹介や取材協力、記者向けの企

業訪問ツアーの企画等を行います。 

 

３．今後の展開 

2050 年 CN の実現を目指し、2025 年大阪・関西万博開催等の機会も活かしつつ

CN に向けた取組機運の醸成に努めます。また、関西が有する環境・エネルギー分

野の強みを活かし、中堅・中小企業の CN 推進、水素・アンモニア等の新たなエネ

ルギーの活用によるビジネスモデルの確立、地球環境負荷の低減に寄与する新

技術・新製品、新サービス等のビジネスを支援します。 

 
 

※ 出典：「GX実現に向けた基本方針」（令和 5年 2月 10日閣議決定） 

https://www.meti.go.jp/press/2022/02/20230210002/20230210002_1.pdf 
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